
＜ 別紙様式１ ＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設リサイクル法該当工事契約書添付書類）
１　分別解体等の方法　

□建築物に係る解体工事

	工程ごとの作業内容及び解体方　法
	工　　　程
	作業内容
	分別解体等の方法

	
	建設設備，内装材等
	建設設備，内装材等の取り外し

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　　　）

	
	屋根ふき材
	屋根ふき材の取り外し

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　　　）

	
	外装材及び上部構造部分
	外装材及び上部構造部分の取り壊し

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	基礎・基礎ぐい
	基礎又は基礎ぐいの取り壊し

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	その他

（　　　　　　　　　）
	その他の取り壊し

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用


□建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

	工程ごとの作業内容及び解体方　法
	工　　程
	作業内容
	分別解体等の方法

	
	造成等
	造成等の工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	基礎又は基礎ぐい
	基礎・基礎ぐいの工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	上部構造部分及び外装
	上部構造部分・外装の工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	屋根
	屋根の工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	建築設備，内装等
	建築設備・内装等の工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	その他

（　　　　　　　　　　）
	その他の工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用


□建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

	工程ごとの作業内容及び解体方法
	工　　程
	作業内容
	分別解体等の方法

	
	仮設
	仮設工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	土工
	土工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	基礎
	基礎工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	本体構造
	本体構造の工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	本体付属品
	本体付属品の工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用

	
	その他

（　　　　　　　　　　）
	その他の工事

□有　　□無
	□手作業

□手作業及び機械作業の併用


２　解体工事に要する費用（直接工事費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）　
３　再資源化等をするための施設の名称及び所在地

	特定建設資材廃棄物の種類
	施設の名称
	所　在　地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４　再資源化等に要する費用（直接工事費）　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
（注）①　２は，解体工事の場合に記入すること。また，仮設費及び運搬費は含まないこと。

　　　②　４の再資源化等に要する費用には，運搬費を含むこと。

③　２及び４の金額は受注者の見積金額

＜ 別紙様式３－１ ＞

建設リサイクル法に基づく説明書

    年    月    日

                           様
住所                                                                  

氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）                           

（郵便番号       －        ） 電話番号        －        －          

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１２条第１項の規定により，対象建設工事に関し，同法第１０条第１項第１号から第５号までに掲げる事項について，下記のとおり説明します。

記

1． 工事の名称                                                                                     

2． 工事の場所                                                                                     

3． 説明内容  添付資料のとおり

4． 添付資料

①別表 （別表１～３のいずれかに必要事項を記載したもの）

· 別表１ （建築物に係る解体工事）

· 別表２ （建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替） ）
· 別表３ （建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等） ）
    ②□案内図（現場位置図）

    ③□工程表


（工事担当者確認欄）

上記説明内容について，　　    年    月    日確認をしました。

	工事執行者
	工事担当係長
	設計積算者
	

	
	
	
	


＜ 別紙様式３－２ ＞

                    工    程    表  （ 任意様式：下表は参考例 ）

工事着手予定日 ： 　　    年    月    日

（建築物に係る解体工事の場合）

	作業内容
	１日目

（  ）
	２日目

（  ）
	３日目

（  ）
	４日目

（  ）
	５日目

（  ）
	６日目

（  ）
	７日目

（  ）
	
	
	
	○日目

（  ）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


工事着手予定日 ： 　　    年    月    日

（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）の場合）

	作業内容
	１日目

（  ）
	２日目

（  ）
	３日目

（  ）
	４日目

（  ）
	５日目

（  ）
	６日目

（  ）
	７日目

（  ）
	
	
	
	○日目

（  ）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


＜ 別紙様式３添付資料 ＞

別表１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     (A4)
分別解体等の計画等

	建築物の構造
	□木造　□鉄骨鉄筋コンクリート造　□鉄筋コンクリート造

□鉄骨造　□コンクリートブロック造　□その他（　　　　　　　）

	建築物に関する

調査の結果
	建築物の状況
	築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	周辺状況
	周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

□病院　□その他（　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建築物に関する調査の結果及び工事着手前に実施する措置の内容
	
	建築物に関する調査の結果
	工事着手前に実施する措置の内容

	
	作業場所
	作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　　　　　　）
	

	
	搬出経路
	障害物　□有（　　　）　□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

通学路　□有　□無

その他（　　　　　　　　　）
	

	
	残存物品
	□有

（　　　　　　　　　　　　）

□無
	

	
	特定建設資材への

付着物
	□有

（　　　　　　　　　　　　）

□無
	

	
	その他
	
	

	工程ごとの作業内容及び解体方法
	工　　程
	作　業　内　容
	分別解体等の方法

	
	①建築設備・内装材等


	建築設備・内装材等の取り外し

□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　）

	
	②屋根ふき材


	屋根ふき材の取り外し

□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　）

	
	③外装材・上部構造部分
	外装材・上部構造部分の取り壊し
□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	
	④基礎・基礎ぐい
	基礎・基礎ぐいの取り壊し

□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	
	⑤その他

（　　　　　）
	その他の取り壊し

□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	工事の工程の順序
	□上の工程における①→②→③→④の順序

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他の場合の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	□内装材に木材が

含まれる場合
	①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

□可　□不可

不可の場合の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建築物に用いられた

建設資材の量の見込み
	　　　　　　　　　　　　　　　トン

	廃棄物発生見込量
	特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み及びその発生が見込まれる建築物の部分
	種　　類
	量の見込み
	発生が見込まれる部分 (注)　　　　　　　　

	
	
	□コンクリート塊
	 　　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤

	
	
	□アスファルト・コンクリート塊
	　 　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤

	
	
	□建設発生木材
	　 　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤

	
	（注）①建築設備・内装材等②屋根ふき材③外装材・上部構造部分④基礎・基礎ぐい⑤その他

	備考


□欄には、該当個所に「レ」を付すこと。

＜ 別紙様式３添付資料 ＞

別表２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　    (A4)
分別解体等の計画等

	使用する特定建設資材の種類
	□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材

□アスファルト・コンクリート　□木材

	建築物に関する

調査の結果
	建築物の状況
	築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	周辺状況
	周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

□病院　□その他（　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建築物に関する調査の結果及び工事着手前に実施する措置の内容
	
	建築物に関する調査の結果
	工事着手前に実施する措置の内容

	
	作業場所
	作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　　　　　　）
	

	
	搬出経路
	障害物　□有（　　　）　□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

通学路　□有　□無

その他（　　　　　　　　　）
	

	
	特定建設資材への

付着物（修繕・模様替工事のみ）
	□有

（　　　　　　　　　　　　）

□無
	

	
	その他
	
	

	工程ごとの作業内容
	工　　程
	作　業　内　容

	
	①造成等
	造成等の工事　□有　□無

	
	②基礎・基礎ぐい
	基礎・基礎ぐいの工事　□有　□無

	
	③上部構造部分・外装
	上部構造部分・外装の工事　□有　□無

	
	④屋根
	屋根の工事　□有　□無

	
	⑤建築設備・内装等
	建築設備・内装等の工事　□有　□無

	
	⑥その他

（　　　　　　　）
	その他の工事　□有　□無

	廃棄物発生見込量
	特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み並びに特定建設資材が使用される建築物の部分及び特定建設資材廃棄物の発生が見込まれる建築物の部分
	種　　類
	量の見込み
	使用する部分又は発生が

見込まれる部分（注）

	
	
	□コンクリート塊
	 　　　　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤□⑥

	
	
	□アスファルト・コンクリート塊
	　　 　　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤□⑥

	
	
	□建設発生木材
	　　 　　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤□⑥

	
	（注）　①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　⑥その他

	備考


□欄には、該当個所に「レ」を付すこと。
＜ 別紙様式３添付資料 ＞

別表３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     　　　　(A4)
分別解体等の計画等

	工作物の構造

（解体工事のみ）
	□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	工事の種類
	□新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事

	
	□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話

□その他（                                                          ）

	使用する特定建設資材の種類

（新築・維持・修繕工事のみ）
	□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材

□アスファルト・コンクリート　□木材

	工作物に関する

調査の結果
	工作物の状況
	築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	周辺状況
	周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

□病院　□その他（　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	工作物に関する調査の結果及び工事着手前に実施する措置の内容
	
	工作物に関する調査の結果
	工事着手前に実施する措置の内容

	
	作業場所
	作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　　　　　　）
	

	
	搬出経路
	障害物　□有（　　　）　□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

通学路　□有　□無

その他（　　　　　　　　　）
	

	
	特定建設資材への付着物（解体・維持・修繕工事のみ）
	□有

（　　　　　　　　　　　　）

□無
	

	
	その他
	
	

	工程ごとの作業内容及び解体方法
	工　　程
	作　業　内　容
	分別解体等の方法

（解体工事のみ）

	
	①仮設
	仮設工事　□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	
	②土工
	土工事　□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	
	③基礎
	基礎工事　□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	
	④本体構造
	本体構造の工事　□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	
	⑤本体付属品
	本体付属品の工事　□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	
	⑥その他

（　　　　　）
	その他の工事　□有　□無
	□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

	工事の工程の順序

（解体工事のみ）
	□上の工程における⑤→④→③の順序

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他の場合の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	工作物に用いられた建設資材の量

の見込み（解体工事のみ）
	　　　　　　　　　　　　　　　トン

	廃棄物発生見込量
	特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み（全工事）並びに特定建設資材が使用される工作物の部分（新築・維持・修繕工事のみ）及び特定建設資材廃棄物の発生が見込まれる工作物の部分（維持・修繕・解体工事のみ）
	種　　類
	量の見込み
	使用する部分又は発生が

見込まれる部分（注）

	
	
	□コンクリート塊
	 　　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤□⑥

	
	
	□アスファルト・コンクリート塊
	　 　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤□⑥

	
	
	□建設発生木材
	　 　　　　トン
	□①□②□③□④

□⑤□⑥

	
	（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他


	備考


□欄には、該当個所に「レ」を付すこと。

＜ 別紙様式４ ＞

着手届及び工事工程表

    年    月    日

大崎市病院事業管理者  様
                                                   住  所

                                                   氏名又は名称           　　　                 印
  大崎市病院事業契約事務規程第４７条の規定に基づき，下記のとおり着手するとともに工事工程表を別紙のとおり提出します。

記

  １  工事番号
  ２  工事名
  ３  工事場所
  ４  契約締結年月日          　　      年      月      日

  ５  工期          　　      年      月      日から  　　      年      月      日
	６  請負代金額
	
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	壱
	円也


  ７  着手日          　　      年      月      日

　８　工事工程表　　　　　別添のとおり
	＜ 別紙様式４添付資料 ＞

工    事    工    程    表
	
	
	
	備 考
	
	
	
	
	
	
	
	
	（記載方法） 1  工種，種別，細目，数量は仕様書により記入すること。

             2  進捗率欄は，折線グラフにより，実線で記入すること。

             3  変更の場合は，前回分を黒書で，変更分赤書で記入すること。

             4  １葉で記入できない場合は，適宜枚数を増すこと。
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	２月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	現場代理人名
	主任技術者名
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	受注者
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	６月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	５月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工事

場所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	４月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	所要

日数
	
	
	
	
	
	
	１００％
	５０％
	

	
	
	数量
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	単位
	
	
	
	
	
	
	進捗率
	

	
	工事名
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	細目
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	種別
	
	
	
	
	
	
	日
	

	
	工事番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	工  種
	
	
	
	
	
	工事日数
	




＜ 別紙様式５＞

      年      月      日

大崎市病院事業管理者  様
契約者名                                印
建設業退職金共済証紙購入状況報告書
  次のとおり共済証紙を購入したので，当該掛金収納書を貼付して報告します。

	工事番号
	
	工 事 名
	

	契約年月日
	      年      月      日
	工事場所
	

	①契約金額
	円
	②  対象工事における

労働者の建退共加入率
	％

	標準購入額
	別紙の表より記入         ②建退共加入率

①契約金額 ×            ×            ＝                        円

               １０００        ７０



	③共済証紙購入額
	円
	共済証紙

購 入 率
	③証紙購入額

①契約金額

	（掛金収納書の貼付がないか又は共済証紙の購入額が不足した場合の理由）



	掛金収納書（発注官公庁用）貼付欄




＜ 別紙様式５参考資料 ＞

建設業退職金共済証紙購入状況報告書作成上の注意
１  掛金収納書

（１）共済証紙取扱金融機関から証紙を購入のうえ，取扱機関から交付される掛金収納書（発注者用）を貼付すること。

（２）契約者記入欄記入方法

  「発注者名」については，契約書上の発注者を記入すること。

２  建設業退職金共済証紙購入状況報告書

（１）あて名は契約書上の発注者とする。

（２）「工事番号」，「工事名」，「契約年月日」，「工事箇所」，「契約金額」は契約書のとおり記入すること。

（３）購入額欄記入方法

    ①「標準購入額」は別紙「共済証紙購入の考え方について」のとおりとし，「工事種類及び総工事費の当てはまる割合」及び「対象工事における労働者の建退共加入率」を記入して算出すること。

    ②「共済証紙購入額」は掛金収納書に記載されている金額を記入すること。

    ③「共済証紙購入率」を算出して記入すること。

（４）掛金収納書の貼付がないか，または共済証紙の購入が不足した場合の理由欄記入方法

      この報告書に掛金収納書を貼付しなかったり，報告書の「標準購入額」に対し「共済証紙購入額」が不足した場合には，その理由を記入すること。

      その理由とは，例えば

· 受注者が短期雇用労働者を使用せず，自らの従業員を使用して工事を施工し，その従業員について，何らかの退職金制度を有している。（なお，何らかの退職金制度を有している場合には，その名称，契約番号を理由欄に記載すること。）

· 対象労働者数及び就労予定日数を的確に把握し,共済証紙を購入している。

（５）提出先は，工事を発注した課・所とする。

＜ 別紙様式５参考資料 ＞

共済証紙購入の考え方について
  下記は，総工事費に占める共済証紙代金の割合について，「労働者述べ就業予定数」の７割が建退共の被共済者であると仮定して算出したものである。

  したがって，これを実際に活用する際には，下記に

             対象工事における労働者の加入率（％） 

                          ７０％

  を乗じた値を参考とすること。

	 工事種別

総工事費
	土      木

	
	舗  装
	橋梁等
	ずい道
	堰  堤
	浚渫・埋立
	その他の土木

	   1,000～  9,999千円
	3.5/1000
	3.5/1000
	4.5/1000
	4.1/1000
	3.7/1000
	4.1/1000

	  10,000～ 49,999千円
	3.3/1000
	3.2/1000
	3.6/1000
	3.8/1000
	2.8/1000
	3.6/1000

	  50,000～ 99,999千円
	2.9/1000
	2.8/1000
	2.8/1000
	3.1/1000
	2.7/1000
	3.1/1000

	 100,000～499,999千円
	2.3/1000
	2.1/1000
	2.1/1000
	2.5/1000
	1.9/1000
	2.3/1000

	500,000千円以上
	1.7/1000
	1.6/1000
	1.9/1000
	1.8/1000
	1.7/1000
	1.8/1000


	工事種別

総工事費
	建   築
	設   備

	
	住宅・　　同設備
	　非住宅・　同住宅
	屋外の　　電気等
	機械器具　設　　置

	   1,000～  9,999千円
	4.8/1000
	3.2/1000
	2.9/1000
	2.2/1000

	  10,000～ 49,999千円
	2.9/1000
	3.0/1000
	2.1/1000
	1.7/1000

	  50,000～ 99,999千円
	2.7/1000
	2.5/1000
	1.8/1000
	1.4/1000

	 100,000～499,999千円
	2.2/1000
	2.1/1000
	1.4/1000
	1.1/1000

	500,000千円以上
	2.0/1000
	1.8/1000
	1.1/1000
	1.1/1000


（注）総工事費とは，請負契約額（消費税相当額を含む。）と無償支給材料評価額の合計額をいう。

＜ 別紙様式６－１ ＞

現場代理人等通知書
    年    月    日

大崎市病院事業管理者  様
受注者    住  所

                                                            氏名又は名称                          印
  　　    年    月    日付けで契約締結した                                  工事について，工事請負契約書第９条に基づき，現場代理人等を下記のとおり定め（変更し）たので，別紙経歴書を添えて通知します。

記

	区    分
	新
	旧

	現場代理人
	
	

	主任技術者
	
	

	監理技術者
	
	

	監理技術者補佐
	
	

	専門技術者
	
	

	変更年月日
	
	



※契約当初はこちらに記載願います。
＜ 別紙様式６添付資料 ＞

経歴書
本籍地
現住所
氏名                                       印
生年月日                年      月      日（    歳）
学歴
（ 最終学歴 ）

資格
（ 法令による免許及び登録番号 ）

職歴 （      年      月                                     に入社）
実務経験年数
工事経歴
＜ 別紙様式６－２ ＞
現場代理人兼任届
    年    月    日

大崎市病院事業管理者  様

受注者    住  所

                                                            氏名又は名称                          印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人にあっては名称及び

代表者の印

  下記の工事について現場代理人を兼任させるので届け出ます。
記

１　現場代理人

	現場代理人
	氏名
	
	生年月日
	年　　月　　日

	
	住所
	
	緊急時連絡先
	


２　兼任させる工事

	発注担当課
	
	監督職員氏名
	

	工事番号
	
	工事名
	

	工事場所
	
	請負代金額
	

	工期
	　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日　まで


	発注担当課
	
	監督職員氏名
	

	工事番号
	
	工事名
	

	工事場所
	
	請負代金額
	

	工期
	　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日　まで


※本書を２部作成し，両方の工事発注担当課に１部ずつ提出してください。（それぞれの届書に，兼任するもう一方の工事の工事請負契約書頭書（写し）を添付してください。）

＜ 別紙様式７ ＞

	一　部　下　請　負　承　認　願
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　大崎市病院事業管理者　様
　　　　　　　　　　　　　　直接元請負人　住　　　　所
                                      　　商号又は名称
                                      　　代表(受注)者名           　　　　　   　      印
  下記のとおり工事の一部を第三者に請け負わせたいので，承認願います。
記

	　１　工事番号
	

	  ２　工事名
	

	  ３　工事場所
	                     線・川　　    　市　　　      地内

	  ４　契約年月日
	　    　　年　　月　　日

	  ５　工　　　期
	      　　年　　月　　日　から　    　　年　　月　　日まで

	  ６　請負代金額
	  金　　　　　　　　　円

	下　　請　　負　　の　　内　　訳

	許可
番号
	商号又
は名称
	代表(受注)
者　氏　名
	住　所
	当該工事
の入札者
	施工
等級
	施工部分の内　　　容
	工事現場の
担当責任者名
	工　期
	下請負
代金額
	承　認
不承認

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	一部下請負承認・一部承認・不承認書
                                                           　　　　年　　月　　日
  直接元請負人
　                          　様
                         　　　　　　　　　　　 大崎市病院事業管理者　　　　　　　　　　印
　　一部下請負については，上記のとおり　承認・一部承認・不承認　とします。
  ★なお，不承認とした理由は，別添のとおりです。


※　承認制は一次下請のみであり，一部下請負承認願を２部提出する。
※  承認・一部承認・不承認については，不要な事項を実線で消し，★印については承認の場合は実線で消す。
＜ 別紙様式８ ＞


工事着手状況確認書
監督職員  様
受注者    住        所

                                                   氏名又は名称                   　　   　　       印
  前払金の支払いを請求したいので，次の工事の着手状況について，確認願います。
	
	
	

	
	書類の添付箇所
	● 工事着手を確認できる次に示す書類の写しまたは現場写真など，

いずれか一つを貼付してください。

    工事着手と認められる書類等の例示

・工事に使用する主要な機材又は資材等（仮設材料を含む。）の購入又は発注が証明できる書類
（契約書や注文書）

・工事に使用する主要な機材又は資材等が現地に到着した時点，または確実に当該工事現場に向かったことを証明する書類
    ・工事施工に係る官公庁等の各種許認可証（道路使用許可など）

※ 書類の写しを貼付する場合は，その原本を持参し，監督職員の確認を受けてください。

● この確認書は，前払金請求前に監督職員へ提出してください。

● 工事現場等で状況確認が必要な場合は，監督職員へ申し出てください。



	
	
	

	

	  前金払の支払請求に当たり，本様式に貼付された書類等において，工事着手等の状況にあると，

確認しました。  確認できませんでした。

 （※不要な方を実線で消すこと。）

    年    月    日

監督員　　　　    職  名

氏  名                            ㊞



建築物に係る解体工事





建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）





建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）











× １００＝     ％





工事請負費前払金請求書添付用









